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沖 縄 県 経 済 動 向 

※指標は平成 26 年 1 月－3 月期、増減率は前年同期比とする 

 

 【観光】        

・ 入域観光客数は、好調に推移しており、その多くを占める国内客が LCC 就航など航

空路線の拡充や円安の効果により、前年を上回っている。外国客は特に高い増加率

で推移している。平成 25 年度では、過去最高の観光客数 658 万 300 人を記録した。  

                  （総数 ＋11.4％、 国内客 ＋6.5％、 外国客 ＋118.1％） 

・ 主要ホテル客室稼働率は、前年を上回っている。   （客室稼働率   79.0％、+3.2） 

 

 【個人消費】 

・ 百貨店・スーパー・コンビニ売上高は、既存店ベース・全店舗ベースで、前年を上回って

いる。                      （売上高 既存店 ＋5.5％、 全店舗 ＋7.7％） 

 

【建設関連】 

・ 住宅着工は、戸数・面積ともに前年を上回って推移している。また、非居住建築物工事費

についても前年を上回っている。 

                    （住宅着工面積 ＋9.3％、 非居住建築物工事費 ＋9.0％） 

・ 公共工事請負保証額は、前年を下回っている。    （公共工事請負保証額 △5.2%） 

  

 

 【雇用情勢】 

・ 完全失業率は７四半期連続で前年を下回り、改善している。（完全失業率 4.9％、 △1.2）                      

・ 有効求人倍率は、前年を上回って推移している。1 月、3 月の有効求人倍率 0.63 は、月間

の有効求人倍率の復帰後最高値である。         （有効求人倍率 0.63 倍、＋0.15）  

 

【物価】 

・ 消費者物価指数は、前年を上回って推移している。      （消費者物価指数 ＋1.2） 

 

 

○ 以上のように、観光関連については、LCC 就航などの航空路線拡充や円安による効果

により、前年を上回って推移し、平成 25 年度の入域観光客数は過去最高となった。また、

個人消費も堅調な動きを維持し、雇用情勢も改善傾向にあることから「景気は、拡大してい

る。」（前回と同様）とみられる。 

景気は、拡大している。 
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① 観光 

○ 入域観光客数は、平成 24 年 10 月以降 15 ヶ月連続で前年同月比を上回り、好調

に推移している。平成 25 年は国内客・外国客ともに過去最高で、外国客は前年比

24 万４千人（+46.2％）増加の 62 万 7 千人を記録した。また、平成 25 年度の年間

入域観光客数は、航空路線の拡充や円安などにより過去最高となる 658 万 300 人

を記録した。  

○ 主要ホテル客室稼働率は、前年を上回っている。 

 

 

（百人） 前年比※ （百人） 前年比 （百人） 前年比 （％） 前年差※ 前年比

H25,1-3 14,618 6.5 13,971 6.3 647 9.8 75.8 4.6 －
H25,4-6 14,830 11.4 13,112 7.3 1,718 57.0 69.7 5.4 －
H25,7-9 18,968 13.9 17,100 12.5 1,868 28.4 84.3 8.2 －

H25,10-12 15,721 7.2 14,446 2.9 1,275 102.7 70.4 3.9 －
H26,1-3 16,284 11.4 14,873 6.5 1,411 118.1 79.0 3.2 －

H25.1月 4,297 0.8 4,141 2.8 156 △ 22.8 63.5 1.9 5.3
2月 4,632 6.5 4,387 4.8 245 52.2 83.1 6.2 9.2
3月 5,689 6.7 5,443 6.7 246 7.4 81.4 5.6 4.0
4月 5,163 9.6 4,664 6.8 499 45.5 74.9 5.9 10.2
5月 4,776 10.0 4,182 6.1 594 47.4 63.5 5.5 7.3
6月 4,891 14.7 4,266 8.9 625 79.6 70.8 4.8 18.1
7月 5,839 6.1 5,187 7.5 652 △ 4.0 79.7 5.9 7.3
8月 7,055 16.2 6,451 14.8 604 33.9 88.2 10.8 16.3
9月 6,074 19.7 5,462 15.0 612 88.3 85.0 8.0 21.4

10月 5,430 4.5 4,852 △ 0.6 578 83.5 73.9 2.9 1.4
11月 5,136 6.3 4,801 2.4 335 134.3 72.0 3.4 1.7
12月 5,155 11.2 4,793 7.4 362 111.7 65.5 5.4 8.9

H26.1月 4,951 15.2 4,470 7.9 481 208.3 68.1 4.6 5.7
2月 5,031 8.6 4,588 4.6 443 80.8 86.1 3.0 △ 0.7
3月 6,302 10.8 5,815 6.8 487 98.0 83.4 2.0 5.5

※本資料において「前年比」は、四半期指標が「前年同期比」、月次指標が「前年同月比」である。

　　また「前年差」についても同様に、四半期指標が「前年同期差」、月次指標が「前年同月差」である。

観光施設
入場者数

入域観光客数
総数 国内客 外国客

主要ホテル
客室稼働率

主要ホテル客室稼働率（右軸） 

入域観光客数増減率（左軸） 

H2４ 

H23 

H25 H26 
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② 個人消費 

○ 百貨店・スーパー・コンビニ売上高は、県内人口の増加や入域観光客数の増加を背景

に、既存店・全店舗ともに前年を上回っている。 

○ 家電製品販売額は、平成 23 年 8 月から前年を下回る傾向が続いていたが、平成 25

年 8 月以降は前年を上回って推移している。 

○ 自動車(新車)の販売は、総台数、軽自動車ともに前年を上回っている。 
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百貨店・スーパー・コンビニ売上高（全店舗）前年比

家計消費支出（名目）前年比

H25H24H23

 

既存店 全店舗 前年比 (台) 前年比 (台) 前年比 (円) 前年比 (円) 前年比
H25, 1-3 △ 0.1 2.7 △ 8.0 12,055 △ 1.1 6,712 3.1 211,917 △ 2.9 355,330 △ 1.7
H25, 4-6 0.9 4.5 △ 1.0 12,600 7.4 6,555 △ 0.7 208,398 △ 9.1 390,548 △ 16.4
H25, 7-9 2.3 3.9 △ 0.4 13,098 3.8 6,897 5.7 236,125 4.1 360,172 △ 7.3

H25, 10-12 2.3 4.4 2.5 10,271 23.9 6,031 20.0 227,540 4.1 442,306 △ 5.6
H26, 1-3 5.5 7.7 34.8 14,717 22.1 8,004 19.2 222,259 4.9 383,654 8.0

H25.1月 △ 0.9 2.1 △ 8.6 2,902 △ 5.5 1,918 3.8 225,288 6.9 329,031 0.7

2月 △ 1.1 1.1 △ 5.4 3,776 2.6 2,057 2.0 196,082 △ 10.4 404,274 1.4

3月 1.7 4.7 △ 5.9 5,377 △ 1.1 2,737 3.3 214,382 △ 4.8 332,686 △ 7.3

4月 △ 1.4 2.0 △ 12.8 3,763 13.2 2,192 10.8 208,847 △ 17.9 347,093 △ 10.9

5月 0.2 3.8 △ 0.7 3,217 0.5 2,109 0.9 202,450 △ 9.4 303,717 △ 15.4

6月 3.9 7.5 9.3 5,620 7.8 2,254 △ 11.0 213,896 2.1 520,833 △ 20.3

7月 1.9 3.2 △ 10.9 6,267 △ 3.7 2,605 △ 4.2 225,859 △ 6.5 410,841 △ 7.4

8月 3.7 5.2 10.6 3,023 5.8 1,907 8.7 247,614 8.3 352,856 △ 3.4

9月 1.2 3.3 2.2 3,808 17.2 2,385 16.5 234,902 11.7 316,820 △ 11.0

10月 1.1 3.4 0.1 3,226 23.5 1,916 13.9 220,300 3.5 371,120 △ 7.8

11月 3.8 5.9 5.1 3,356 21.9 2,110 20.9 208,407 2.0 317,934 △ 9.9

12月 2.2 3.9 2.5 3,689 26.1 2,005 25.3 253,913 6.6 637,863 △ 2.0

H26.1月 3.1 5.3 5.6 3,929 35.4 2,402 25.2 245,613 9.2 354,041 7.6

2月 1.3 3.4 17.3 4,307 14.1 2,439 18.6 198,904 1.4 413,266 2.2

3月 11.5 13.7 72.6 6,481 20.5 3,163 15.6 - - - -

家計消費支出
(名目)

実収入
(名目)

百貨店・スーパー・コン

ビニ売上高(前年比)

家電製品
販売額

自動車販売(新車)

総台数 うち軽自動車
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 ③ 建設関連 
○ 住宅着工は、戸数・面積ともに前年を上回っている。また、非居住建築物は面積・工事

費ともに前年を上回っている。 

○ 公共工事請負保証は、件数、保証額ともには前年を下回っている。 

○ 主要建設会社受注額は、前年を上回っている。 

○ 建設資材価格は、平成 24 年 12 月以降 16 ヶ月連続で上昇している。 

 

 

 

 

件数 前年比 額（百万円） 前年比
H25, 1-3 962 0.5 66,259 26.5 23.1 113.2
H25, 4-6 669 13.0 47,315 35.0 4.9 114.4
H25, 7-9 1,452 7.3 85,199 △ 1.4 13.7 114.8

H25,10-12 1,462 7.5 67,999 6.5 △ 17.2 116.2
H26, 1-3 762 △ 20.8 62,833 △ 5.2 20.1 117.6

H25.1月 375 9.0 20,766 54.0 △ 24.0 112.0
2月 294 △ 13.5 18,588 69.6 53.6 113.3
3月 293 7.3 26,905 △ 3.6 37.4 114.2
4月 198 55.9 16,255 78.3 88.4 114.3
5月 182 4.0 10,742 5.3 △ 44.5 114.4
6月 289 △ 0.3 20,318 29.2 87.6 114.5
7月 472 27.9 39,391 39.0 95.3 114.5
8月 468 7.6 22,626 △ 13.4 △ 42.6 114.6
9月 512 △ 6.7 23,182 △ 27.5 44.3 115.2

10月 573 10.0 31,327 6.4 15.9 115.8
11月 440 △ 3.5 19,880 2.5 12.1 116.1
12月 449 17.2 16,792 12.0 △ 57.2 116.7

H26.1月 311 △ 17.1 20,056 △ 3.4 213.4 117.3
2月 282 △ 4.1 21,681 16.6 38.0 117.7
3月 169 △ 42.3 21,096 △ 21.6 △ 45.0 117.7

建設資材価格

(那覇, H17=100)

主要建設会社

受注額(前年比)

公共工事請負保証

戸数 前年比 面積（㎡） 前年比 面積（㎡） 前年比 工事費（百万円） 前年比
H25, 1-3 3,348 37.3 274,768 45.2 227,615 64.1 42,312 62.8
H25, 4-6 3,033 △ 4.6 231,740 △ 12.2 181,718 △ 22.3 28,096 △ 35.5
H25, 7-9 5,356 43.7 402,413 41.1 221,226 25.4 41,954 46.3

H25, 10-12 4,940 46.7 376,897 48.3 151,048 △ 18.9 30,054 △ 6.6
H26, 1-3 3,929 17.4 300,287 9.3 241,627 6.2 46,112 9.0

H25.1月 1,083 9.1 85,511 14.1 83,083 29.7 12,690 6.6
2月 1,162 62.5 99,125 60.2 78,884 248.9 10,755 174.2
3月 1,103 51.1 90,132 72.0 65,648 26.2 18,867 85.6
4月 1,054 △ 0.8 77,689 △ 9.9 41,427 △ 26.4 6,705 △ 24.0
5月 900 △ 22.7 69,271 △ 24.7 63,447 △ 33.7 9,716 △ 48.5
6月 1,079 13.1 84,780 △ 1.0 76,844 △ 6.2 11,675 △ 26.4
7月 1,777 32.2 139,112 33.7 48,599 △ 13.6 9,796 △ 2.0
8月 1,565 28.8 119,941 28.6 58,600 △ 14.0 11,376 14.0
9月 2,014 72.4 143,360 63.0 114,027 119.1 20,782 138.4

10月 1,588 29.8 124,520 34.0 69,838 △ 5.3 14,884 12.3
11月 1,905 60.9 143,064 61.9 36,323 △ 27.3 6,549 △ 15.6
12月 1,447 50.6 109,313 50.2 44,887 △ 28.1 8,621 △ 22.9

H26.1月 1,072 △ 1.0 78,442 △ 8.3 61,206 △ 26.3 10,158 △ 20.0
2月 1,307 12.5 101,753 2.7 80,673 2.3 11,943 11.0
3月 1,550 40.5 120,092 33.2 99,748 51.9 24,011 27.3

住宅着工 非居住建築物
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④ 雇用情勢 

○ 労働力人口、就業者数ともに、前年を上回っている。 

○ 完全失業率（原数値）は、前年を下回り、改善している。 

○ 求職者数は、前年を下回って推移している。また、求人数は、前年を上回って推移して

いる。 

○ 有効求人倍率は、前年を上回って推移している。1 月、３月の有効求人倍率 0.63 は、

月間の有効求人倍率の過去最高値となった。 

 

（千人） 前年差 （千人） 前年差 （千人） 前年差 （％） 前年差 （％） 前期差

H25, 1-3 676 18 635 24 41 △ 6 6.1 △ 1.0 6.0 △ 0.3
H25, 4-6 673 4 631 15 42 △ 11 6.3 △ 1.6 5.8 △ 0.2
H25, 7-9 686 3 645 4 41 △ 1 6.0 △ 0.1 6.2 0.4

H25, 10-12 692 8 659 17 33 △ 9 4.7 △ 1.4 4.9 △ 1.3
H26, 1-3 685 9 651 16 33 △ 7 4.9 △ 1.2 5.0 0.1

H25.1月 682 14 637 19 45 △ 5 6.6 △ 0.9 6.5 △ 0.4
2月 678 22 640 32 38 △ 9 5.6 △ 1.6 5.6 △ 0.9
3月 668 17 629 22 39 △ 5 5.8 △ 1.0 6.0 0.4
4月 672 △ 2 622 8 50 △ 10 7.4 △ 1.5 6.8 0.8
5月 673 7 630 19 44 △ 11 6.5 △ 1.8 5.8 △ 1.0
6月 674 6 641 17 33 △ 11 4.9 △ 1.7 4.9 △ 0.9
7月 688 2 646 △ 2 42 4 6.1 0.6 6.8 1.9
8月 694 12 648 9 46 3 6.6 0.3 6.5 △ 0.3
9月 675 △ 4 640 6 36 △ 9 5.3 △ 1.3 5.3 △ 1.2

10月 691 15 657 21 34 △ 6 4.9 △ 1.0 5.1 △ 0.2
11月 694 11 661 18 33 △ 7 4.8 △ 1.1 5.1 0.0
12月 690 △ 3 659 12 31 △ 15 4.5 △ 2.1 4.5 △ 0.6

H26.1月 694 12 661 24 33 △ 12 4.8 △ 1.8 4.6 0.1
2月 681 3 649 9 32 △ 6 4.7 △ 0.9 4.9 0.3
3月 679 11 644 15 35 △ 4 5.2 △ 0.6 5.5 0.6

（人） 前年差 （人） 前年差 （倍） 前年差 (H22=100) 前年比 (H22=100) 前年比

H25, 1-3 34,020 △ 3,646 15,669 910 0.46 0.10 92.4 1.4 121.1 4.2
H25, 4-6 32,576 △ 6,983 16,608 1,776 0.51 0.11 106.1 1.7 112.2 4.7
H25, 7-9 32,094 △ 3,680 17,819 3,391 0.56 0.14 98.2 △ 0.5 110.3 2.8

H25, 10-12 31,440 △ 3,039 19,010 4,970 0.61 0.19 114.4 △ 3.5 114.6 △ 2.8
H26, 1-3 31,198 △ 2,822 19,516 3,847 0.63 0.16 86.6 △ 5.8 112.0 △ 9.1

H25.1月 34,424 △ 1,654 15,434 2,632 0.45 0.10 90.5 1.3 114.1 △ 2.4
2月 34,270 △ 2,915 15,687 828 0.46 0.10 90.0 0.6 119.7 10.3
3月 33,367 △ 6,370 15,887 △ 729 0.48 0.11 96.7 2.5 129.6 3.3
4月 32,606 △ 8,254 16,352 1,373 0.50 0.12 92.7 2.0 121.1 10.2
5月 32,662 △ 7,150 16,714 1,737 0.51 0.10 91.1 2.6 111.3 4.0
6月 32,461 △ 5,545 16,757 2,218 0.52 0.11 134.5 0.8 104.2 △ 1.3
7月 32,222 △ 4,699 17,427 3,275 0.54 0.13 111.4 1.4 109.9 1.3
8月 32,103 △ 3,591 17,843 3,225 0.56 0.14 95.0 △ 2.3 114.1 6.6
9月 31,958 △ 2,750 18,188 3,674 0.57 0.16 88.3 △ 0.8 107.0 0.0

10月 31,302 △ 3,488 18,338 3,523 0.59 0.18 88.8 △ 1.8 108.5 △ 8.3
11月 31,609 △ 1,832 18,864 4,555 0.60 0.19 89.9 △ 3.5 116.9 5.0
12月 31,410 △ 3,797 19,827 6,833 0.63 0.21 164.5 △ 3.3 118.3 △ 3.4

H26.1月 31,480 △ 2,944 19,864 4,430 0.63 0.18 86.5 △ 4.4 112.7 △ 1.2
2月 31,284 △ 2,986 19,369 3,682 0.62 0.16 86.7 △ 3.7 111.3 △ 7.0
3月 30,831 △ 2,536 19,316 3,429 0.63 0.15 - - - -

就業者数 完全失業者数 完全失業率（原数値）

有効求人倍率(季調値) 現金給与総額指数 所定外労働時間指数

完全失業率（季調値）

有効求職者数（季調値） 有効求人数（季調値）

労働力人口
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⑤ 物価 

○ 消費者物価指数は平成 25 年 6 月以降、10 ヶ月連続で前年を上回って推移してい

る。 
○ レギュラーガソリン小売価格は、円安の影響等もあり前年を上回って推移している。 

          

⑥ 金融 

○ 地方銀行等の実質預金・貸出金は、前年を上回って推移している。 
○ 貸出金利は、緩やかに低下している。   

全国
沖縄 （地元３行貸出

約定平均金利）

億円 前年比（％） 億円 前年比（％） （％） 月末水準（％）

H25, 1-3 40,261 2.0 28,347 2.5 0.70 1.431 2.156

H25, 4-6 41,598 2.9 28,458 2.9 0.68 1.404 2.128

H25. 7-9 42,271 4.3 28,728 3.7 0.68 1.375 2.093

H25, 10-12 41,934 3.9 29,100 4.2 0.69 1.353 2.065

H26, 1-3 41,578 3.3 29,636 4.5 0.71 － －

H25.1月 40,375 1.7 28,156 2.6 0.70 1.456 2.212

2月 40,061 1.7 28,274 2.5 0.71 1.449 2.201

3月 40,346 2.6 28,611 2.4 0.71 1.431 2.156

 4月 41,513 2.8 28,544 2.3 0.69 1.422 2.152

 5月 41,261 2.9 28,340 2.9 0.69 1.411 2.140

 6月 42,020 3.1 28,489 3.4 0.68 1.404 2.128

 7月 42,400 3.9 28,577 3.5 0.67 1.393 2.117

 8月 42,055 4.3 28,698 3.9 0.68 1.387 2.106

 9月 42,358 4.7 28,908 3.7 0.68 1.375 2.093

 10月 41,811 4.2 28,994 4.0 0.69 1.370 2.087

 11月 41,979 4.1 29,027 4.2 0.69 1.365 2.083

 12月 42,011 3.4 29,278 4.3 0.70 1.353 2.065

H26.1月 41,764 3.4 29,447 4.6 0.71 1.348 2.059

2月 41,388 3.3 29,569 4.6 0.71 1.340 2.049

3月 41,581 3.1 29,893 4.5 0.72 － －

地方銀行貸出約定平均金利預金・貸出金残高（県内５行庫計）

比率
（B／A）

※

※　実質預金に対する貸出金の割合。この比率は、県企画部企画調整課で算出したものである。

実質預金（A) 貸出金（B)

総合 前年比 前月比 うち食料 （円/㍑） 前年差 前月差

H25, 1-3 100.1 △ 0.6 99.1 149 6

H25, 4-6 100.5 △ 0.1 98.8 152 2

H25, 7-9 101.2 0.8 100.7 156 17

H25,10-12 101.4 1.3 101.8 155 12

H26, 1-3 101.3 1.2 101.0 157 8

H25.1月 99.9 △ 0.7 △ 0.1 99.3 145 3 5

2月 100.1 △ 0.5 0.2 99.4 149 7 4

3月 100.2 △ 0.7 0.1 98.5 153 9 4

4月 100.5 △ 0.3 0.3 98.8 154 3 1

5月 100.5 △ 0.2 0.0 99.0 151 △ 1 △ 3

6月 100.4 0.1 △ 0.1 98.7 150 5 △ 1

7月 100.8 0.5 0.4 99.6 152 12 2

8月 101.5 1.0 0.7 100.9 158 21 6

9月 101.3 0.8 △ 0.2 101.5 159 17 1

10月 101.5 1.2 0.1 102.0 157 11 △ 2

11月 101.4 1.3 △ 0.1 101.6 155 12 △ 2

12月 101.4 1.4 0.0 101.7 153 13 △ 2

H26.1月 101.3 1.4 △ 0.1 101.4 156 11 3

2月 101.1 1.0 △ 0.2 101.0 158 9 2

3月 101.4 1.2 0.3 100.5 157 4 △ 1

消費者物価指数(H22=100) レギュラーガソリン小売価格



 

7 

⑦ 関係機関による景況調査等 

○景況については、短期経済観測調査、県内企業景気調査では現況・見通しともにプ

ラスで推移すると判断しているが、法人企業景気予測調査では、現況はプラス、見

通しはマイナスで推移すると判断している。 

○雇用については、全ての調査において、現況・見通しともに人員が不足するとの判

断となっている。 

○設備投資額は、全ての調査において平成 26 年度は減少すると判断している。 

 

※各調査は、調査対象や内容等に違いがあるため、調査同士の比較には注意を要する。 

※ＤＩは、回答の構成割合の差と定義される。例えば景況ＤＩは、良いとの回答割合から悪い 

との回答割合を差し引いたものである。 

 

 

 

 

単位 ： ％

全産業 うち非製造業 全産業 うち非製造業 全産業 うち非製造業

H24年度(実績)  　19.7  　14.1  　33.8  　34.3  　18.7  　19.7

H25年度(実績見込)  　39.7  　22.1 △18.3 △19.7  　1.7 △2.7

H26年度(計画) △14.3 △19.4 △8.7 △8.4 △21.4 △24.2

※短期経済観測調査は、製造業から石油・石炭製品、非製造業から電力・ガス除く。

※設備投資計画調査は、非製造業から電力・ガスを除く。

設備投資動向(前年度比)
短期経済観測調査 法人企業景気予測調査 設備投資計画調査

景況（業況）DI（良い－悪い） 短期経済観測調査 法人企業景気予測調査 県内企業景況調査

H25, 1-3 13 13.9 △2.0

H25, 4-6 11 7.8 11.5

H25, 7-9 24 16.5 20.5

H25, 10-12 18 11.8 18.3

H26,1-3（※現況）
28

(20)
18.2

（14.5）
25.7

（20.9）

H26,4-6（見通し） 11 △ 13.6 2.6

雇用DI　（過剰－不足）※1 短期経済観測調査 法人企業景気予測調査 県内企業景況調査

H25, 1-3 △10 △13.3 △10.1

H25, 4-6 △9 △6.9 △11.0

H25, 7-9 △13 △18.3 △13.8

H25, 10-12 △17 △20.2 △19.5

H26,1-3（※現況）
△18

（△16）
△25.7

（△13.8）
△24.2

（△19.8）

H26,4-6（見通し） △11 △ 6.4 △14.9

※1 法人企業景気予測調査と県内企業景況調査においては、(不足－過剰)とDIを定義しているため、本資料ではDIの符号を反転
し、全て(過剰－不足)のDIとして掲載している。

※2 下段括弧内は、前回調査における見通しとしてのDIである。

※1 下段括弧内は、前回調査における見通しとしてのDIである。
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⑧ その他 

○ 鉱工業指数は、生産指数、出荷指数ともに前期を下回っている。 

○ 電力使用量は、全体の電力使用量・大口電力使用量ともに前年を上回っている。 

○ 企業倒産の発生状況は、件数は前年を上回っているが、負債総額は前年を下回っ

ている。 

○ 全国の１～３月期の経済成長率、家計最終消費支出は、前期を上回っている。 

 

1.4

1.0

1.5

△ 0.4

△ 2.0

△ 0.8

2.6

0.3

1.2

△ 0.2

△ 0.9

△ 0.1

1.2

0.9

0.3

0.1

1.5

0.5

0.0

1.4

△ 0.3

△ 1.7

0.9

1.5

0.5
0.9

0.1
△ 0.3

0.4 1.1

0.7
0.2

0.4

2.1

△ 3.0

△ 2.0

△ 1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

H22

1-3

4-6 7-9 10-12 H23

1-3

4-6 7-9 10-12 H24

1-3

4-6 7-9 10-12 H25

1-3

4-6 7-9 10-12 H26

1-3

全国の経済成長率と家計最終消費支出の四半期別増加率

(実質連鎖、季節調整済み、前期比)

全国経済成長率（実線）

家計最終消費支出（破線）

H22=100 前期比 H22=100 前期比 千KWH 前年比 千KWH 前年比 件数 億円 件数 百万円 前年比(%)

H25, 1-3 103.6 6.0 102.7 △ 0.4 523,335 △ 3.0 62,336 △ 2.4 926 1,852 5.3 7,307 449.6
H25, 4-6 106.8 3.1 103.5 0.7 579,627 1.0 69,346 0.2 947 4,143 7.7 1,739 186.2
H25, 7-9 100.2 △ 6.2 92.8 △ 10.3 781,667 3.5 78,224 2.6 888 1,853 8.7 858 △ 1.5

H25, 10-12 97.9 △ 2.3 100.5 8.3 619,384 5.8 72,941 5.5 857 1,425 4.7 2,902 275.2
H26, 1-3 95.3 △ 2.7 94.1 △ 6.4 537,903 2.8 64,679 3.8 820 1,828 6.0 697 △ 90.5

H25.1月 96.6 1.7 96.8 △ 2.3 562,716 △ 2.4 62,202 △ 2.8 934 2,246 6 20,703 4,116.5
2月 103.5 7.1 101.3 4.6 510,768 △ 1.8 60,829 △ 2.1 916 1,719 4 406 63.1
3月 110.6 6.9 110.0 8.6 496,521 △ 4.8 63,977 △ 2.3 929 1,591 6 813 △ 75.0
4月 104.6 △ 5.4 100.6 △ 8.5 535,622 △ 0.7 63,680 1.3 899 6,860 10 3,295 271.5
5月 109.0 4.2 108.8 8.2 544,758 △ 2.1 71,744 0.0 1,045 1,733 6 603 △ 17.3
6月 106.8 △ 2.0 101.0 △ 7.2 658,502 5.2 72,615 △ 0.5 897 3,837 7 1,320 537.7
7月 98.8 △ 7.5 88.2 △ 12.7 729,647 1.4 76,643 1.3 1,025 1,995 9 1,083 △ 33.6
8月 105.5 6.8 97.0 10.0 818,186 4.6 78,861 3.4 819 1,662 9 519 28.1
9月 96.3 △ 8.7 93.3 △ 3.8 797,167 4.3 79,168 3.1 820 1,902 8 971 68.0

10月 92.6 △ 3.8 86.7 △ 7.1 701,794 11.9 75,533 6.0 959 1,553 6 4,376 922.4
11月 101.9 10.0 105.3 21.5 611,157 4.5 73,302 4.9 862 1,378 5 419 71.7
12月 99.3 △ 2.6 109.5 4.0 545,200 0.2 69,989 5.4 750 1,343 3 3,910 137.3

H26.1月 97.9 △ 1.4 101.0 △ 7.8 592,670 5.3 65,124 4.7 864 3,151 7 1,492 △ 92.8
2月 92.6 △ 5.4 87.2 △ 13.7 513,442 0.5 59,746 △ 1.8 782 1,162 4 214 △ 47.3
3月 - - - - 507,597 2.2 69,168 8.1 814 1,170 7 386 △ 52.5

出荷指数

項 目 

生産指数

 年 月

鉱工業指数
（季節調整済指数） （負債総額１千万円以上）

全　　国

企　　　業　　　倒　　　産

沖　　縄電力使用量 （うち）大口電力使用量

電力使用量（前年比、％）

％ 
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＜参考＞関係機関による景況判断 

県内景況は拡大基調にある。また、国内景況は上方修正されている。 

 

内　　閣　　府
（月例経済報告：

全国）

内　　閣　　府
（地域経済動向）

四半期
日銀那覇支店 りゅうぎん総研 おきぎん経研 沖　縄　県

（指標1月）

（指標2月）

（指標3月）

（指標４月）

（指標５月）

（指標６月）

（指標７月）

（指標８月）

（指標９月）

（指標10月）

（指標11月）

（指標12月）

（指標1月）

（指標2月）

（指標3月）

公表時期 毎月下旬 月末（３ヶ月毎） 毎月上旬 毎月下旬 毎月下旬 月中旬（３ヶ月毎）

景気は、拡大し
ている。公表26/2

景気は、緩やかに回
復している。

景気は着実に回復
している。

県内景気は、全体と
して拡大している。

景気は、拡大
の動きが強ま
る。

県内景況は、拡大の動き
が強まる。

公表26/1

景気は、緩やかに回
復している。

県内景気は、全体と
して拡大している。

景気は、拡大
の動きが強ま
る。

県内景況は、拡大の動き
が強まる。

公表25/12

景気は、緩やかに回
復しつつある。

県内景気は、全体と
して拡大している。

景気は、拡大
の動きが強ま
る。

県内景況は、拡大の動き
が強まる。

景気は、拡大
の動きがさらに
強まる。

県内景況は、拡大してい
る。

景気は、拡大
の動きが強ま
る。

県内景況は、拡大してい
る。

景気は、拡大し
ている。公表26/5

- -

県内景気は、全体と
して拡大している。

公表26/4

景気は、緩やかな回復
基調が続いているが、
消費税率引上げに伴う
駆け込み需要の反動
により、このところ弱い
動きも見られる。

県内景気は、全体と
して拡大している。

公表26/3

景気は、緩やかに回
復している。また、消
費税率引上げに伴う
駆け込み需要が強
まっている。

県内景気は、全体と
して拡大している。

景気は、拡大
の動きが強ま
る。

県内景況は、拡大の動き
が強まる。

県内景況は、主要項目が
底堅く推移しており拡大
の動きが見られる。

公表25/10

公表25/11

景気は、拡大し
ている。

県内景気は、全体と
して拡大している。

景気は、拡大
している。

県内景況は、拡大の動き
が強まる。

公表25/９

景気は、緩やかに回
復しつつある。

県内景気は、全体と
して拡大している。

景気は、拡大
している。

景気は、回復してい
る。

県内景気は、地域や
規模等でばらつきが
みられるものの、全
体として拡大してい
る。

景気は、拡大
している。

景気は、緩やかに回
復しつつある。

景気は、拡大し
ている。公表25/８

景気は、着実に持ち
直しており、自律的回
復に向けた動きもみ
られる。

景気は、回復してい
る。

県内景気は、地域や
規模等でばらつきが
みられるものの、全
体として拡大してい
る。

景気は、緩やかに回
復しつつある。

景気は、拡大
している。

県内景況は、拡大の動き
がみられる。

県内景況は、主要項目が
底堅く推移しており拡大
の動きが見られる。

公表25/７

景気は、着実に持ち
直しており、自律的回
復に向けた動きもみ
られる。

県内景気は、地域や
規模等でばらつきが
みられるものの、全
体として拡大してい
る。

景気は、緩や
かに拡大して
いる。

県内景況は、主要項目が
底堅く推移しており拡大
の動きが見られる。

公表25/６

景気は、着実に持ち
直している。

県内景気は、地域や
規模等でばらつきが
みられるものの、全
体として拡大してい
る。

景気は、緩や
かに拡大して
いる。

個人消費関連の下支え
が継続する中、観光・建
設関連も強めに推移して
いることなどから、県内景
況は回復力が強まってい
る。

県内景気は、地域や
規模等でばらつきが
みられるものの、全
体として緩やかに拡
大している。

景気は、回復
の動き強まる。

個人消費関連の下支え
が継続する中、観光・建
設関連も強めに推移して
いることなどから、県内景
況は回復力が強まってい
る。

公表25/４

景気は、一部に弱さ
が残るものの、このと
ころ持ち直しの動きが
見られる。

県内景気は、地域や
規模等でばらつきが
みられるものの、全
体として拡大してい
る。

景気は、回復
の動き強まる。

個人消費関連の下支え
が継続する中、観光・建
設関連も強めに推移して
いることなどから、県内景
況は回復力が強まってい
る。

公表25/３

景気は、一部に弱さ
が残るものの、このと
ころ持ち直しの動きが
見られる。

景気は、緩や
かに拡大して
いる。

個人消費関連の下支え
が継続する中、観光・建
設関連も強めに推移して
いることなどから、県内景
況は回復力が強まってい
る。

景気は、拡大し
ている。公表25/５

景気は、緩やかに持
ち直している。

景気は緩やかに
回復している。

県内景気は、地域や
規模等でばらつきが
みられるものの、全
体として拡大してい
る。
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出　　典

①観光

入域観光客数 県文化観光スポーツ部観光政策課

主要ホテル客室稼働率 日本銀行那覇支店

観光施設入場者数 りゅうぎん総合研究所

②個人消費

百貨店・スーパー・コンビニ売上高 日本銀行那覇支店

家電製品販売額 日本銀行那覇支店

自動車販売 自動車販売協会

家計消費支出（二人以上の世帯） 県企画部統計課

③建設関係

住宅着工 国土交通省

非居住建築物 国土交通省

公共工事請負保証 西日本建設業保証㈱

主要建設会社受注額 日本銀行那覇支店

建設資材価格指数 財団法人経済調査会

④雇用情勢

⑤物価

消費者物価指数 県企画部統計課

レギュラーガソリン小売価格 経済産業省 資源エネルギー庁

⑥金融

預金・貸出金残高（県内５行庫計） 日本銀行那覇支店

地方銀行・約定平均金利(全国) 日本銀行

地元３行貸出約定平均金利(沖縄) 日本銀行那覇支店

⑦関係機関における景況調査等

県内企業短期経済観測調査 日本銀行那覇支店

法人企業景気予測調査 沖縄総合事務局財務部

県内企業景況調査 沖縄振興開発金融公庫

設備投資計画調査 沖縄振興開発金融公庫

⑧その他

鉱工業指数 県企画部統計課

電力使用量 電気事業連合会

企業倒産 東京商工リサーチ

全国の経済成長率等 内閣府

出　典　一　覧

毎月勤労統計調査
(現金給与総額指数、所定外労働時間指数)

県企画部統計課

項　　　目

労働力調査
（労働力人口、就業者数、完全失業者数、完全失業率）

雇用の動き
（求職者数、求人数、有効求人倍率）

県企画部統計課

沖縄労働局


